
邑南町水道事業経営戦略

団体名 ：邑南町
事業名 ：邑南町水道事業
策定日 ：平成29年3月
計画期間 ：平成29年度～平成38年度

１．事業概要

(1) 事業の現況

①給水
供用開始年月日 昭和30年2月 計画給水人口 11,860人
法適・非適の区分 全部摘要(平成29年4月予定) 現在給水人口 9,643人

有収水量密度 18.40千㎥/ha

②施設
水源 表流水 伏流水 地下水 湧水
施設数 浄水場設置数 21 管路延長

配水池設置数 41 300千m
施設能力 5,401㎥ 施設利用率 70%

③料金
『水道料金算定要領』に基づき、平成29年度～平成33年度の5年間を算定期間の、総括原価方式
による。資産維持費は標準資産維持率3%に対し国庫補助金、一般会計繰入金を考慮し1%とする。

◎水道料金=基本料金+従量料金

○基本料金(税込)
口径(mm) 13 20 25 30 40 50 75

料金体系の概要・考え方 金額(円) 1,200 1,290 2,200 3,250 5,610 9,030 21,870

○従量料金(税込)
使用水量 料金(円)

8㎥までの分 90
8㎥を超える分 190

料金改定予定年月日 平成29年4月1日

④組織
組織図
【本庁水道課】

【瑞穂支所水道係】

【羽須美支所水道係】

年齢構成 20代1名 30代1名 40代2名 50代4名

(2) これまでの主な経営健全化の取組
【民間委託】
検針業務を外部委託

【施設統合】
平成29年4月より9簡易水道を統合し法全部摘要

【広域化】
平成28年度より島根県水道事業連携検討会に参加

(3) 経営比較分析票を活用した現状分析
平成26年度｢経営比較分析表｣を添付

水道課長 課長補佐 水道係長 水道係員

水道総務係長
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２．将来の事業環境

(1) 給水人口の予測

① 実績値
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

行政区域内人口 12,622 12,466 12,223 12,016 11,825 11,743 11,569 11,394 11,265

② 予測値
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度

邑南町総合振興計画 11,245 11,151 11,056 10,962 10,868 10,798 10,728 10,657 10,587 10,517 10,455
時系列傾向分析 11,106 10,949 10,794 10,641 10,490 10,342 10,196 10,052 9,910 9,770 9,632
コーホート分析 11,080 10,896 10,712 10,528 10,342 10,171 10,000 9,829 9,658 9,487 9,336
予測値(平均値) 11,143 10,998 10,854 10,710 10,566 10,437 10,308 10,179 10,051 9,924 9,807
給水人口 8,336 8,271 8,207 8,143 8,071 8,024 7,977 7,930 7,883 7,821 7,785
※コーホート分析法は人口問題研究所発表データによるが、平成28年度時における差異分は補正している。
※邑南町総合振興計画、時系列傾向分析、コーホート分析の平均値を行政区域内人口の予測値とする。
※行政区域内人口予測値を基に給水人口は予測した。

(2) 水需要の予測

① 有効水量実績
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

実績値(㎥) 1,017,148 1,023,681 1,016,168 1,049,050 1,032,312 1,023,114 1,002,993 976,743 995,142

② 有効水量予測
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度

予測値(㎥) 987,406 985,026 982,646 980,266 977,886 975,506 973,126 970,746 968,366 965,983 963,603

※有効水量予測は時系列傾向分析による

□ 行政区域内人口の推計
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(3) 料金収入の見通し
平成29年4月より料金改定を行い料金収入は12%増加する。しかし、給水人口の減少に伴い減少していくことが予測され、次回(平
成34年度)の料金見直し時に検討する。
【予測の方法】
①基本料金
過去5年分の傾向から給水人口減少するものの給水戸数は核家族化の進行等により微増なので平成27年度給水戸数を基本として
固定する。

②従量料金のうち8㎥までの分
過去5年分の傾向から月ごと使用件数の8㎥分までの使用水量割合を算定し、有効水量予測値に乗じる。

③従量料金のうち8㎥を超える分
過去5年分の傾向から月ごと使用件数の8㎥を超える分までの使用水量割合を算定し、有効水量予測値に乗じる。

(4) 施設の見通し
【施設の老朽化対策】
給水人口の減少や節水型社会の浸透といった社会的背景のもと、水道施設の老朽化が進み、拡張の時代から水道システム全体の再構
築を含めた、維持管理、施設更新の時代へと大きな転換期を迎える。また、施設の更新は、新設とは異なり、給水収益の増加に繋が
りにくいため、最小の経費で最大の効果が得られるよう、劣化状況を正確に把握したうえで、施設の重要度や緊急度に応じた計画的
かつ効率的な施設整備を実施する。

【施設の耐震化】
地震等の災害発生時においても、水道施設の被害を最小限に抑え、基幹施設の安全性の確保や重要施設等への給水機能を保持するこ
とが重要である。被害を未然に防止・軽減するため、旧基準で設計・施工している施設の状態を把握するため、重要な施設を中心に
耐震診断※を行います。また、耐震基準に基づいた土木・建築構造物の補強や新設、重要管路の耐震管への布設替えなど水道施設の
耐震化を図り、安定した給水を確保するとともに災害に強い水道システムを目指す。

(5) 組織の見通し
【組織体制の適正化】
平成18年３月に策定・公表された「邑南町行財政改革大綱」及び「邑南町集中改革プラン」に沿って、今後の退職者や新規事業・
終了事業の動向、事務事業の協働、民営化・民間委託の推進等を勘案し、職員定数の適正化を図る。
計画期間中の最初の5年間において施設の維持管理体制の合理化を進め、支所職員の配置、外部委託について検討を行う。

３．経営の基本方針

【水源保全活動】
水源区域を保全・再生することで、浄水処理の負担も少なく、多大な費用をかけて高度な浄水施設を整備する必要もなくなる。水道
事業者として、水源地域の自然環境が再生可能な今のうちから取り組みに着手し、長期にわたって継続する。さらに、今後も利用者
に安全、豊富な水道水を安価で利用していくには、町民や事業者一人ひとりの理解と協力は欠かせない。そのため、行政が中心とな
って連携の輪を広げていく啓発活動を実施する。

【水源水量の確保】
地下水や湧水などは、限りある水資源であることから、水位観測などの日常点検や揚水試験などの定期診断を実施し、取水可能量を
把握することが大事である。また、更生工事といった既存水源の機能回復のほか、将来の水需要とのバランスを念頭に置いて、新規
水源の開発や隣接事業との相互運用を検討する。

【水質管理体制】
常に安全な水道水(飲料水)を供給するために、水源から給水栓までの各過程における水質を的確に把握し、水道水の水質管理を確実
に行うとともに、汚染の恐れがあると判断された水源については、早急に浄水処理設備の設置などの措置を検討する。

【災害・事故の備え】
災害対策は、災害が起きないように施設の耐震化を図るだけでなく、被害を最小限に抑え、速やかな応急給水活動が展開できるよう、
予防対策として緊急貯水槽※や緊急遮断弁※など応急給水拠点施設の整備や水道資機材の備蓄を進める。また、断水が長時間にわた
ると住民生活に重大な影響を与えるので、被害施設を短時間に復旧するため、水源並びに配水施設の十分な機能を確保し、配水幹線
の復旧を最優先とする。そのためには「水道施設防災計画」を策定し、被災規模に応じた応急給水活動及び応急復旧活動が迅速に対
応できる体制を確立する。

【普及率の向上】
公衆衛生の向上及び生活環境の改善のため、未普及地域の解消と給水区域内の水道への加入促進を図り、普及率の向上を図っていく
必要がある。しかし、未普及地域の解消には多額の費用と時間が必要なため、給水要望、緊急性、他事業との整合性、財政状況等を

勘案しながら、施設整備を進める。

【経営基盤の強化】
施設整備費用と比較し、相応する給水収益が見込めない地方自治体において、独立採算による運営は非常に困難である。そのため、
事務事業の見直しやコスト縮減対策など、経営基盤や技術基盤を確保・強化し、給水サービスの向上を図る。



【水道技術の継承】
多様化・高度化する水道の全ての課題に的確に対処するとともに、給水サービス水準を向上させるためには、水道施設の運営に関す
る専門的な知識・経験を有する技術者を継続的に確保・育成していくことが不可欠である。

【サービスの充実】
水道事業を健全な状態で維持するために、利用者の理解と同意は、必要不可欠であると考えています。そのためには、水質の安全性
や経営状況・施設整備方針など様々な情報を積極的に公開していくとともに、利用者ニーズの把握に努める。

【有効率の向上】
水を無駄なく利用するため、漏水防止対策は、配水管整備と共に重要な施策として、基礎的対策、対症療法的対策、予防的対策を一
体的に推進する必要がある。

４．投資・財政計画(収支計画)

(1) 投資・財政計画(収支計画）：別紙のとおり

(2) 投資・財政計画(収支計画）の策定に当たっての説明

① 収支計画のうち投資についての説明
目標 ・管路更新率：1.20％ （←0.78％)

・施設利用率：72.00％ (←68.47％)

【施設・設備の廃止・統合(ダウンサイジング)に関する事項及び合理化（スペックダウン)について関する事項】
配水エリアごとに水需要に対して供給過大なっていないか確認し施設規模の適正化を図る。
実施時期：H29～H33
予算 ：2億円/年
実施箇所：

・口羽配水エリア：口羽浄水場と土居浄水場の統合
・阿須那配水エリア：阿須那浄水場と田本浄水場の統合
・矢上配水エリア：岩井谷浄水場の廃止
・日和配水エリア：山根谷浄水場と明泉谷浄水場の統合
・市木配水エリア：湧水調査を行い活用目処がたてば合戦谷浄水場の処理量減

【施設・設備の長寿明化等の投資の平準化に関する事項】
老朽管を優先に毎年3.6kmの管路の更新を行う。
実施時期：H29～H38
予算 ：2億円/年

② 収支計画のうち財源についての説明
目標 ・有収率 ：90.00％ (←73.13％)

【料金】
平成29年4月1日より料金改定(算定期間H29～H33)
平成33年度に見直しを行う。

【企業債】
平成34年度に企業債の返還ピークとなる。以後残高が急激に減っていき、営業収益対企業債残高比率はH29で942％であるが、H

38予測で は642％となり、適切なペースで投資を行うことで適正化、平準化へ向かう。

【繰入金】
町財政部局と協議を行い250,000千円を基本とした。

【国庫補助金】
可能な場所については簡易水道事業を活用する。

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明
【委託料に関する事項】 平成34年度より維持管理業務を外部委託するために、平成33年までに業務の合理化を図る。

【修繕費に関する事項】 専門的知識を有する職員を育成し修繕費の縮減を図る。

【動力費に関する事項】 適切な維持管理、点検、漏水調査を行い、有収率を向上させ、動力費の縮減を行う。

【職員給与費に関する事項】 町人事部局と年齢構成などを協議する。



(3) 投資・財政計画(収支計画)に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①投資について検討状況等
民間の資金・ノウハウ等の活用
(PFI・DBOの導入等)
施設・設備の廃止・統合
(ダウンサイジング)
施設・設備の合理化
(スペックダウン)
施設・設備の長寿命化等の
投資の平準化
広域化 島根県水道事業の連携に関する検討会への参加

その他の取組

②財源について検討状況等
料金

企業債

繰入金

資産の有効活用等による
収入増加の取組
その他の取組

③投資以外の経費についての検討状況等
委託料

修繕費

動力費

職員給与費

その他の取組

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経営戦略の事後検証 毎年度、進捗管理を行い、平成33年度料金算定に合わせ見直しを行う。特に平成33年度までに行う、
更新等に関する事項 施設のダウンサイジング、スペックダウン検討・実施に効果が適切でないようであれば、他を検討

するよう経営戦略を見直す。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　平成28年度末で簡水統合し上水道に移行するの
で、適正な料金の設定による財源の確保、支出にお
ける維持管理費等の削減及び建設改良計画の見直し
を早急に行うために、現在の状況を把握・分析して
検討しなければならない。その後水道事業経営計画
を策定して経営改革を図る。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

平成29年度からの簡易水道事業統合に向けて計画的
に管路更新事業を行ってきたが、指標的には0.74％
平均の更新率となっている。このままではすべての
管路を更新するのに135年かかる更新ペースであ
る。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

154.25 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 該当数値なし 72.97 3,624 8,314 53.90

　経営の健全性としては、収益的収支比率が100％
未満で企業債残高対給水収益比率は平均値より高く
なっており、これは地方債償還金部分を主に繰入金
の収益で賄っているためと考えられる。また効率性
としては、施設利用率は、適切な施設規模で経営を
行っているが、料金回収率と有収率が平均値より低
く、給水原価が平均値より高くなっている。原因と
しては、中山間地に位置しており給水戸数は少ない
にも関わらず配水管延長が長いため投資効率が悪い
ので、企業債残高対給水収益比率も高く繰入金が多
いことによるものと考えられる。さらに漏水やメー
ター不感により、有収率が低くなり、維持管理費が
減少せずに給水収益が減少しているため料金回収率
が低いと考えられる。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

27.40 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D2 11,489 419.29

経営比較分析表
島根県　邑南町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 1.08 0.73 0.58 0.54 0.78

平均値 0.61 1.08 0.69 0.89 0.98

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 54.18 72.93 73.93 70.25 70.77

平均値 77.22 75.24 73.63 75.71 75.09

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 1,930.16 1,892.45 1,860.55 1,837.06 1,764.43

平均値 1,187.81 1,168.80 1,158.82 1,167.70 1,228.58

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 40.53 47.67 45.81 44.41 43.90

平均値 57.96 56.44 55.60 54.43 53.81

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 503.46 429.08 446.40 459.83 479.18

平均値 263.21 270.70 275.86 279.80 284.65

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 79.19 73.51 73.96 73.96 68.47

平均値 60.92 59.84 60.66 60.17 58.96

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 67.92 71.80 70.92 69.53 73.13

平均値 78.58 77.99 77.32 76.68 76.58

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【76.03】 【1,239.32】

【75.39】【58.19】【476.46】【36.33】

【0.74】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



前々年度 前年度

(決算) (決算見込)

１．営業収益（A) 211,452 209,493 234,276 232,788 231,300 229,811 228,478 227,145 225,812 224,489 223,176 221,967

　(1)料金収入 209,146 207,493 232,276 230,788 229,300 227,811 226,478 225,145 223,812 222,489 221,176 219,967

　(2)受託工事収益(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　(3)その他 2,306 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

２．営業外収益 137,633 114,547 245,513 274,519 274,670 276,519 266,733 267,410 263,298 266,305 269,312 272,223

　(1)補助金 114,237 113,547 102,086 129,936 129,936 128,946 120,839 120,792 115,898 118,182 120,575 122,961

他会計補助金 114,237 113,547 102,086 129,936 129,936 128,946 120,839 120,792 115,898 118,182 120,575 122,961

その他補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　(2)長期前受金戻入 0 0 142,427 143,583 143,734 146,573 144,894 145,618 146,400 147,123 147,737 148,262

　(3)その他 23,396 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

収入計（C) 349,085 324,040 479,789 507,307 505,970 506,330 495,211 494,555 489,110 490,794 492,488 494,190

１．営業費用 126,567 124,306 390,233 387,653 378,928 382,744 373,582 363,366 363,366 363,366 363,366 363,366

　(1)職員給与費 62,148 58,802 67,200 67,200 67,200 67,200 67,200 47,200 47,200 47,200 47,200 47,200

基本給 62,148 58,802 67,200 67,200 67,200 67,200 67,200 47,200 47,200 47,200 47,200 47,200

退職給付費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

64,419 65,504 68,823 65,766 65,899 68,147 66,216 76,000 76,000 76,000 76,000 76,000

動力費 17,195 17,652 17,475 17,300 17,127 16,956 16,786

修繕費 9,396 12,999 12,999 12,999 12,999 12,999 12,999 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

材料費 1,694 2,740 1,036 1,740 2,166 2,555 2,022

その他 36,134 32,113 37,313 33,727 33,607 35,637 34,409 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000

　(3)減価償却費 254,210 254,687 245,829 247,397 240,166 240,166 240,166 240,166 240,166 240,166

２．営業外費用 74,687 71,247 67,629 65,536 64,625 63,930 62,727 63,817 65,017 66,217 67,417 68,617

　(1)支払利息 74,508 71,062 67,444 65,351 64,440 63,745 62,542 63,632 64,832 66,032 67,232 68,432

　(2)その他 179 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185

支出計（D) 201,254 195,553 457,862 453,189 443,553 446,674 436,309 427,183 428,383 429,583 430,783 431,983

経常損益（C)－(D)　（E) 147,831 128,487 21,927 54,118 62,417 59,656 58,902 67,372 60,727 61,211 61,705 62,207

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

147,831 128,487 21,927 54,118 62,417 59,656 58,902 67,372 60,727 61,211 61,705 62,207

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

211,452 209,493 234,276 232,788 231,300 229,811 228,478 227,145 225,812 224,489 223,176 221,967

　(2)経費

投資・財政計画
（収支計画)

(単位：千円、%)

特別利益(F)

特別損失(G)

特別損益(F)－(G)　　(H)

当年度純利益(又は純損失)　（E）＋（H）

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度

繰越利益剰余金又は累積欠損金　(I)

流動資産　（J)

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収

益

的

収

支

資金の不足額　(L)

営業収益－受託工事収益　　(A)－(B）　（M）

地方財政法による資金不足の比率

((L)/(M)×100)

うち未収金

流動負債　　(K)

うち建設改良費分

うち一時借入金

うち未払金

健全加工第22条により算出した

資金不足比率　((N）/(P)×100)

本年度 30年度 31年度 32年度

0 0 0 0

健全化法施行令第16条により算出した

資金の不足額　(N)

健全化法施行規則第6条に規定する

解消可能資金不足額　(O)

健全化法施行令第17条により算出した

事業の規模　(P)

累積欠損金比率( (I)/(A)－(B)×100)

地方財政法施行令第15条第1項により算出した

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 00

0

0

0 0 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0



前々年度 前年度

(決算) (決算見込)

136,700 108,300 63,334 253,334 153,334 253,334 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000

うち資本費平準化債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

126,161 134,800 147,914 120,064 120,064 121,054 129,161 129,208 134,102 131,818 129,425 127,039

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41,802 39,516 36,666 146,666 96,666 146,666 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

304,663 282,616 247,914 520,064 370,064 521,054 329,161 329,208 334,102 331,818 329,425 327,039

304,663 282,616 247,914 520,064 370,064 521,054 329,161 329,208 334,102 331,818 329,425 327,039

１．建設改良費 180,428 147,994 100,000 400,000 250,000 400,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

うち職員給与費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

237,159 240,002 247,114 263,610 277,380 294,365 302,470 321,649 321,601 316,397 309,407 273,952

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

417,587 387,996 347,114 663,610 527,380 694,365 502,470 521,649 521,601 516,397 509,407 473,952

0 0 99,200 143,546 157,316 173,311 173,309 192,441 187,499 184,579 179,982 146,913

112,924 105,380 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

112,924 105,380 99,200 143,546 157,316 173,311 173,309 192,441 187,499 184,579 179,982 146,913

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,548,400 3,308,398 3,169,583 2,975,589 3,061,496 2,945,112 2,929,516 2,771,972 2,619,007 2,468,524 2,326,082 2,216,312

○　他会計繰入金

前々年度 前年度

(決算) (決算見込)

114,237 113,547 102,086 129,936 129,936 128,946 120,839 120,792 115,898 118,182 120,575 122,961

114,237 113,547 102,086 129,936 129,936 128,946 120,839 120,792 115,898 118,182 120,575 122,961

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

126,161 134,800 147,914 120,064 120,064 121,054 129,161 129,208 134,102 131,818 129,425 127,039

126,161 134,800 147,914 120,064 120,064 121,054 129,161 129,208 134,102 131,818 129,425 127,039

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

240,398 248,347 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

184,579 179,982 146,913

(単位：千円)

112,924 105,380 99,200 143,546 157,316 173,311 173,309 192,441 187,499

35年度 36年度 37年度 38年度33年度 34年度

収益的収支分

本年度 30年度 31年度 32年度

0

資

本

的

支

出

計　　(D)

0 0 0 0 0 0
(A）のうち翌年度へ繰り越される

支出の財源充当額　　(B)

純計　　(A)－(B)　　(C)

0

５．その他

４．他会計への支出金

３．他会計長期借入返還金

６．国(都道府県)補助金

７．固定資産売却代金

0 0 0

計　　(A)

企業債残高　　(H)

35年度 36年度

合計

資本的収支分

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

0

１．企業債

２．他会計出資金

資

本

的

収

入

３．他会計補助金

４．他会計負担金

５．他会計借入金

２．企業債償還金

８．工事負担金

９．その他

補填財源不足額　　(E)-(F)

他会計借入金残高　　(G)

補填財源

１．損益勘定保留資金

２．利益剰余金処分額

３．繰越工事資金

４．その他

計　　(F)

資

本

的

収

支

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額　　(D)-(C)　　(E)

投資・財政計画
（収支計画)

(単位：千円)

本年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 37年度 38年度


